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●テキスタイルネットワークジャパン２０２０ＳＳ東京展開催 

４月２４日(水)、２５日(木)の２日間、東京渋谷の文化ファッションインキュベーションにおいて、 

テキスタイルネットワークジャパン２０２０ＳＳ東京展が開催され、工連傘下では遠州の古橋織布、

「浜松コットンネットワーク」から杉浦テキスタイルと辻村染織、天龍社の福田織物、「播州の機屋」

から遠孫織布とコンドウファクトリーが出展した。同展は毎回共通テーマがあり、今回のテーマは

「未来を始めています」。（２０１８年ＡＷのテーマは「キララつややか 光の反射と深い色艶・贅沢

のすすめ」）。 

 

●第７回繊維産業技能実習事業協議会 

４月２５日（木）、経済産業省において、第７回技能実習事業協議会が開催され、当会から平

松会長らが出席した。 

当日は、日本繊維産業連盟から、昨秋行なったフォローアップアンケートに、未回収企業等を

含めた再集計結果の報告と経済産業省から繊維産業下請取引ガイドラインの改正について、 

さらにサプライチェーンの責任に係る取組に関する企業の事例紹介が行なわれた。 

 

●綿工連等３団体の監事監査実施 

４月２６日（金）、東京の一般財団法人日本綿スフ機業同交会（綿工連会館）において、日本

綿スフ織物工業組合連合会、日本綿スフ織物工業連合会、及び一般財団法人日本綿スフ機業

同交会３団体の平成３０年度の事業報告、決算状況について監事監査が了承された。 

 

 

テキスタイルネットワークジャパン２０２０ＳＳ東京展開催／第７回繊維産業技能実習事業協議

会開催／綿工連等３団体の監事監査実施／第１２７回繊維通商問題委員会開催／「働き方改

革関連法」運用開始／繊維産業の下請適正取引等の推進ガイドブック改訂／「所得税法等

の一部を改正する法律案」可決／中小企業連携組織対策推進事業公募中／「ものづくり・商

業・サービス高度連携促進補助金」公募中／「小規模事業者持続化補助金」公募開始／「中

小企業白書・小規模事業白書」取り纏め／ＴＰＰの動向／特許公開情報 

 

 

 

主 な 内 容 
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●第１２７回繊維通商問題委員会開催 

４月２６日(水)、繊産連の第１２７回繊維通商問題委員会が東京の繊維会館において開催され

た。当日は（１）日本の繊維貿易の現況について（２０１９年１－２月期、２０１９年２月・繊産連説

明）、（２）英国のＥＵ離脱について（経産省通商政策課説明）、（３）ＥＰＡ交渉状況について（経

産省説明）、（４）その他について説明と意見交換があった。 

 

１. 輸出入全般の動向 

 ２０１９年１－２月期の繊維貿易 

 
円ベース ドルベース 

百万円 前年同期比（％） 百万ドル 前年同期比（％） 

輸 出  １２７,８００ １０２ .６ 

 

 １,１６４  １０２.２ 

輸 入 ６８９,５１８ 

 

 

 

 

 

９７.７ 

 

６,２９３ ９７.５ 

①２０１９年２月単月に関しては、輸出は円ベースで７０,９７１百万円（前年同月比１１２.２％）、

輸入は円ベースで３０７,３２９百万円（前年同月比８８.６％）。 

②２０１９年１－２月累計の繊維品別輸出入実績に関しては、輸出（円ベース）の前年同期

比は繊維原料は１０２.３％、糸類（紡績糸・合繊糸）は８９.０％で、うち綿糸は８３.６％、

毛糸は１２７.８％、合繊糸は８８.３％。織物は１０５.０％で、うち綿織物は８８.６％、毛織物

は１０９.２％、合繊織物は１１１.１％。二次製品は１０５.８％。輸入（円ベース）の前年同期

比は繊維原料は９７.４％、糸類（紡績糸･合繊糸）は１０１.８％で、うち綿糸は９９.０％、毛

糸は１１８.４％、合繊糸は１０５.０％。織物は１０１.３％で、うち綿織物は８９.５％、毛織物

は１１７.５％、合繊織物は１０５.１％。二次製品は９７.４％。 

２. 各国・地域別輸出入の動向 

 ①輸出（２０１９年１－２月累計） 

   Ⅰ.２０１９年１－２月の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）向けは１０２.５％、

欧州１０９.６％。 

   Ⅱ.アジアにおいては中国が１００.７％。シェアは２６.５（前年同期比－０.５ポイント）。 

アセアン主要国は前年同期比でマレーシアが１１５.６％、ミャンマー１３５.８％、ベトナ

ム１１５.３％と伸長。アセアン全体では１０６.１％でシェアは２４.８％（前年同期比＋０.８

ポイント）と伸びが続いている。なかでもベトナムのシェアは１１.７％（前年同期比＋１.３

ポイント）と安定した伸び。アセアン以外では、台湾１１２.９％、バングラデシュが１２２.９％

と好調。欧州ではドイツが１７５.４％と大幅な伸びとなった。 

   Ⅲ.米州は１００.７％、シェアは１１.０％で前年同月比－０.３ポイント。 

②輸入（２０１９年１－２月累計） 

   Ⅰ.２０１９年１－２月累計の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）が９７.３％、

米州１１１.０％、欧州１０１.４％。 



２０１９年(令和元年)   ５月号 Vol.１８３８             綿スフ織物情報  

 
 
 

 - 3 - 

   Ⅱ.アジアでは中国が９２.１％だが、シェアは５４.２％（前年同期比－３.４ポイント）と減少が続

く。 

   Ⅲ.アセアン全体では１０５.２％。主要国はベトナム１０２.７％、カンボジアが１１８.２％、ミャ

ンマー１２３.２％と伸びている。アセアンのシェアは２８.４％（前年同期比＋２.０ポイント）

と伸びが続く。ベトナムのシェアは１３.０％（前年同期比＋０.６ポイント）。アセアン以外

では韓国１０８.０％、西アジア１１２.１％、バングラデシュ１２３.１％と伸びている。 

  次回の繊維通商問題委員会は６月２０日（木）開催予定。 
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●「働き方改革関連法」運用開始 

２０１９年４月１日に「働き方改革関連法」が施行され、労働時間法制の見直しが順次実行され

ることとなった。 

今般の見直しでは、残業時間の上限規制や年次有給休暇の取得義務の導入、全労働者の

労働時間の客観的把握など事業者側において対応すべき点が多く盛り込まれている。 

【労働時間法制の見直しの内容】 

・残業時間の上限規制  

・「勤務間インターバル」制度の導入促進 

・年５日間の年次有給休暇の取得（企業に義務づけ） 

・月６０時間超の残業の、割増賃金率引上げ 

・労働時間の客観的な把握（企業に義務づけ） 

・「フレックスタイム制」の拡充 

・「高度プロフェッショナル制度」を創設  

・産業医・産業保健機能の強化 

 

○「働き方改革実現に向けた事業者への支援」 （厚生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/hatarakikata/ 

 

●繊維産業の下請適正取引等の推進ガイドブック改訂 

 経済産業省が策定している「繊維産業における下請適正取引等の推進のためのガイドライン」

が３月２９日付で改訂された。下請適正取引等の推進のためのガイドラインは下請事業者・親事

業者の方との間で、適正な下請取引が行われるよう、業種別に国が策定しているガイドラインで

あり、繊維産業のガイドラインにおいては、下記事項が整理・掲載されている。 

①自主行動計画、取引ガイドライン 

日本繊維産業連盟と繊維産業流通構造改革推進協議会は取引適正化の取組みを一層進め 

るべく自主行動計画を策定しているが、４月にその内容の一部を改訂した。 

②繊維産業において問題となりうる行為類型 

③外国人技能実習の適正な実施等のための取組 

④下請振興基準（働き方改革への対応等を踏まえた改正）、関係法令 等 

 

○「繊維産業における下請適正取引等の推進のためのガイドライン」 

 

●「所得税法等の一部を改正する法律案」可決 

「平成３１年度税制改正の大綱」を踏まえた「所得税法等の一部を改正する法律案」について

は３月２７日に当初案どおり可決・成立した。４月１日より施行される。（特段の定めがあるものを

除く） 

https://www.mhlw.go.jp/hatarakikata/
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○個人事業者の事業承継税制の創設  
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○改正内容をまとめたパンフレット（財務省） 

https://www.mof.go.jp/tax_policy/publication/brochure/zeisei19.htm 

（本誌 1 月号に概要掲載） 
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●中小企業連携組織対策推進事業公募中 

この事業は、中小企業が単独では解決することが難しい問題(ブランド化戦略、既存事業分野

の活力低下、技術・技能の承継の困難化、環境問題等)に対して、中小企業組合等で連携して

取り組む事業の調査やその実現化について、全国中央会から補助を行うもの。下記の（１）及び

（２）の事業の実施にあたっては、より効果的に、また円滑に実施できるように、各都道府県の中

小企業団体中央会の指導員が、事業の計画から実施、成果の活用まで一貫してサポート(伴走

型支援)する。 

（１）中小企業組合等活路開拓事業 

    中小企業組合等が事業環境の改善等を目指し行う将来ビジョンの策定や展示会出展等

の取組みを支援 

・上限額 ５００万円～２，０００万円 

（２）組合等情報ネットワークシステム等開発事業 

中小企業組合等がＩＴ活用による経営革新を推進するための情報システム開発などのプ

ロジェクトを支援  

・上限額 １，１５８万８千円～２，０００万円 

（３）連合会(全国組合)等研修事業 

全国地区の連合会等が抱える課題解決などにつなげるために実施する研修プロジェクト

を支援   

・上限額 ２１０万円 

○公募期間  ２０１９年４月１１日(金)～２０１９年７月１日(月) 

第１次募集 既に終了 

第２次募集 ２０１９年５月８日(水)～２０１９年７月１日(月)【当日消印有効】 
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●「ものづくり・商業・サービス高度連携促進補助金」公募中 

この事業は平成３１年度当初予算での施策であり、中小企業・小規模事業者等が連携して取

り組む、生産性向上や地域経済への波及効果拡大に資する革新的サービス開発・試作品開

発・生産プロセスの改善を行うための設備投資等を支援するもの。 

複数（２～１０者）の中小企業者等が連携し、新たな付加価値創出を図るプロジェクトを支援対

象としており、事業者間でデータ・情報を活用した取り組みを対象とする「企業間データ活用型」

と、地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画に承認された連携体を対象とした「地

域経済牽引型」の２つの事業類型がある。 

 応募申請にあたっては幹事企業が連携体参加企業の事業計画書をとりまとめた上で、幹事企

業が補助事業を実施する都道府県を所管するブロック地域事務局へ申請書類を送付、あるい

は中小企業庁が開設した支援ポータルサイト「ミラサポ」による電子申請（２０１９年６月中旬開始

予定）にて行う。  

認定支援機関の全面バックアップを得た事業を行う中小企業・小規模事業者等を支援する。 

〇認定経営革新等支援機関 

・金融機関以外 https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea 

・金融機関 https://www.fsa.go.jp/status/nintei/ 

○公募期間 ２０１９年４月２３日（火）～６月２４日（月）〔当日消印有効〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea
https://www.fsa.go.jp/status/nintei/
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〇事業概要（全国中央会） 

https://www.chuokai.or.jp/hotinfo/mhr_koubo31fy.pdf 

 

●「小規模事業者持続化補助金」公募開始 

本事業は、平成３０年度第二次補正予算小規模事業者が経営計画に沿って販路開拓等に取

り組むために要する経費の一部を補助するもの。なお、本公募は商工会議所地区の事務局で

ある日本商工会議所によるもの。 

 商工会地区で事業を営んでいる小規模事業者については事務局が確定後に別途公募手続

きを開始する。 

○公募期間 平成３１年４月２５日（木）～令和元年６月１２日（水）〔当日消印有効〕 

○対象者及び補助率等 

対象者 商工会議所地区で事業を営む小規模事業者 

補助率 補助対象経費の３分の２以内 

補助上限 原則５０万円 

〇事業概要 

https://h30.jizokukahojokin.info/ （日本商工会議所） 

 

 

https://h30.jizokukahojokin.info/
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●「中小企業白書・小規模事業白書」とりまとめ 

中小企業庁では、「平成３０年度中小企業の動向」及び「平成３１年度中小企業施策」（中小

企業白書）、並びに「平成３０年度小規模企業の動向」及び「平成３１年度小規模事業施策」（小

規模企業白書）を取りまとめ、４月２６日に閣議決定されたので公表した。 

 

〔概要〕 

第１部では、最近の小規模事業者の動向について、小規模事業者の経常利益が緩やかに

増加する傾向にあること等が示されている。 

第２部では、経営者の高齢化を踏まえ、引退する経営者や、フリーランスや副業として新た

に経営者になる者について、その現状や課題などについて分析を行った。事業承継や、廃業

に伴う経営資源の引継ぎについて、引退する経営者に着目して分析した。特に、個人事業者

にとっての事業承継に際しての課題について、個人事業者と小規模法人の比較を通じて明ら

かにした。 

第３部では、近年多発している自然災害における小規模事業者の被災や復旧の状況を分

析し、災害に関するリスク把握や損害保険加入を含む事前対策の進捗、実施に当たっての課

題などについて示した。 

 

〇２０１９年版中小企業白書・小規模企業白書概要 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2019/PDF/2019_pdf_mokujityuuGaiyou.pdf 
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ＥＰＡ（経済連携協定）／ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）の動向 

●我が国のＥＰＡへの取組状況 
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●ＴＰＰの概要 
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なお、凍結事項に入らなかったが、一定期間猶予する内容（２項目）についてはサイドレター

（補足文書）を交わすことになる。 
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日  本  と  各  国  と  の  Ｅ  Ｐ  Ａ  交  渉              

●日・ＥＵ経済連携協定について 

○英国のＥＵ離脱の動き 

欧州理事会（ＥＵ首脳会議）は４月１１日、ブリュッセルで１０日に開催された特別欧州理事会

において、英国のＥＵ離脱（ブレグジット）の期日を条件付きで最長１０月３１日まで再延期する

ことで合意したと発表した。 
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日本関税協会「貿易と関税」 ４月号 

○日ＥＵ協定の自己申告原産地証明書について問合せ先 

各税関原産地調査官 

名古屋税関 

電話番号：052-654-4205 

メールアドレス： nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp 

大阪税関 

電話番号：06-6576-3196 

神戸税関 

電話番号：078-333-3097 

メールアドレス： kobe-gensan@customs.go.jp 

 

○原産地証明書（税関ＥＰＡマニュアル） 

Ｐ.５１－５４ （Ｐ.５１の下方に原産地証明書サンプル） 

http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E

8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27 

 

 

http://www.customs.go.jp/nagoya/index.htm
mailto:nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp
http://www.customs.go.jp/osaka/index.htm
http://www.customs.go.jp/kobe/index.htm
mailto:kobe-gensan@customs.go.jp
http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27
http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27
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●日中韓経済連携協定について   

４月９日から１２日まで、東京において、第１５回日中韓自由貿易協定交渉会合が開催された。

今回の会合では、市場アクセス及びルール分野（電子商取引・知的財産等）について幅広く議

論が行われた。 

〇日中韓ＦＴＡ交渉概要については外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000264138.pdf   

中韓ＦＴＡ発効を踏まえたアジア貿易自由化への影響  

東アジアの繊維貿易フロー （２０１７年） 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000264138.pdf
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●日・ＲＣＥＰ経済連携協定について 

２月１９日から２８日まで、インドネシアにおいて、東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）交渉

の第２５回交渉会合が開催された。（品目別原産地規則）については、関税率表の５０～６３類

（紡織用繊維及びその製品）についてはアセアン内でもまとまっていない状況。 

日・ＲＣＥＰ協定概要については、外務省 http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000231134.pdf 

 

 

 

１．ＲＣＥＰが実現すれば、人口約３４億人（世界全体の約半分）、ＧＤＰ約２０兆ドル（世界全体

の約３割）、貿易総額約１０兆ドル（世界全体の約３割）を占める広域経済圏が出現。 

２．世界の成長センターであるアジア太平洋地域経済との連携強化は、我が国が経済成長を

維持・増進していくために不可欠。 

３．我が国の貿易総額に占めるＦＴＡ締結相手国との貿易の割合（ＦＴＡ比率）が２７％、（中国 

２１．２％、韓国５．６％）増加し、日本再興戦略の目標達成（２０１８年までにＦＴＡ比率７０％）

に寄与。 

４．物品貿易（関税撤廃・削減等）に加え、サービス貿易、投資、知的財産等が含まれるため、

これらの分野での我が国企業の活動を支援、地域におけるルール作りに貢献。 

５．広域のＦＴＡが実現することにより、参加国間における貿易・投資が更に促進されるとともに、

地域における効率的なサプライチェーンの形成等に寄与。 

 

●日・コロンビア経済連携協定について 

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_colombia/index.html 

   

●日・カナダ経済連携協定について  

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_canada/index.html 

 

●日・トルコ経済連携協定について 

４月２日から５日まで、アンカラで日・トルコ経済連携協定（EPA）交渉の第１４回会合が開催さ

れた。 

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_turkey/index.html  

 
 

 

 

 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000231134.pdf
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●特許公開情報 
２０１９年４月に公開された織物の製造方法に関する、特許公開情報です。 

特許電子図書館 HP： https://www.j-platpat.inpit.go.jp/web/all/top/BTmTopPage 

検索範囲： 4L048, D03D1/00～D03D27/00 

[特許公開情報] （２０１９年４月公開分） 

＜４月分＞   

項番 文献番号 出願人 発明の名称 

1 特開 2019-051451 旭化成株式会社 

中空糸膜モジュール、海水淡水化システ

ム、海水を淡水化する方法、海水より淡水

を製造する方法、中空糸膜モジュールの運

転方法、ろ過方法、および中空糸膜モジュ

ールの製造方法 

2 特開 2019-052449 日本ワイドクロス株式会社 無縫製袋土嚢及びその製法 

3 特開 2019-052531 

ポリテックス・シュポルト

ベレーゲ・プロドゥクシオ

ンス・ゲゼルシャフト・ミ

ット・ベシュレンクテル・

ハフツング（ドイツ） 

人工芝生および製造方法 

4 特開 2019-056197 

サンコ テキスタイル イス

レットメレリ サン ベ 

ティク エーエス（トルコ） 

外観と雰囲気が天然繊維に似た糸と布を製

造する方法 

5 特開 2019-058352 ヤマセイ株式会社 マット 

6 特開 2019-060029 
セーレン株式会社 

理研電線株式会社 
織布 

7 特開 2019-060047 東レ株式会社 編織物 

8 特開 2019-060048 宇部エクシモ株式会社 複合繊維及び成形体 

9 特開 2019-060067 東レ株式会社 
グラフェン被覆織物の製造方法およびグラ

フェン被覆織物 

10 特開 2019-061692 グーグル エルエルシー インタラクティブテキスタイル 

11 特開 2019-065413 
ユニチカトレーディング株

式会社 
熱収縮性複合糸及びその製造方法 

12 特開 2019-065435 帝人フロンティア株式会社 糸条および布帛および繊維製品 

13 特開 2019-065444 三菱ケミカル株式会社 スラブ糸及び該スラブ糸を用いた織編物 

14 特開 2019-065446 
日本エクスラン工業株式会

社 

放湿冷却性繊維および該繊維を含有する繊

維構造物 
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４月の行事  

４月２５日………… 第７回繊維産業技能実習事業協議会(経済産業省) 

４月２６日………… 綿工連等３団体監事監査（東京） 

４月２６日………… 第１２７回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

 

５月以降の行事 

５月２１～２２日…… ＪFW-Premium Textile Japan ２０２０Ｓ/Ｓ（東京国際フォーラム） 

５月２４日…………綿スフ工連／綿工連通常総会、同交会理事会・評議員会（大阪・綿業会館） 

６月２０日………… 第１２８回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

７月３０日………… 繊産連常任委員会（霞ヶ関ビル）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 特開 2019-065499 
ＴＢカワシマ株式会社 

東海旅客鉄道株式会社 
液体センサー布帛、及び、繊維製品 

16 特開 2019-067498 イリソ電子工業株式会社 接続構造および接続方法 

17 特許 6388699 三信製織株式会社 
迷彩柄帯状織物の製造方法、及び迷彩柄帯

状織物 
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“ジャパン・コットン・マーク”は 
優れた国産綿素材製品の証明です 

 

国産綿素材の優れた品質をアピールして需要振興を

図るため、国内で製造した綿素材の織物を使用した

繊維製品に対してジャパン・コットン・マークの表示を

推進しております。 




